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協議事項 那覇市立小中学校における災害時の対応について 

 

 令和６年４月３日津波警報発表時における本市立小中学校の対応状況 
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協議案件資料



令和６年４月３日津波警報発表時における 

本市立小中学校の対応状況 

 項目 校種 数 合計 

１ 

避難対応を行った学校 

小 31 校 

47 校 
中 16 校 

２ 
地域住民等の避難者の受

け入れ対応を行った学校 

小 28 校 

41 校 
中 13 校 

３ 避難のために学校を利用

した地域住民等の 

人数（学校職員除く） 

小 4,232 人 

5,085 人 
中 853 人 

４ 地域住民等の避難者の受

け入れ対応を行った職員

の人数 

小 631 人 

824 人 
中 193 人 

※① 上記は本市立小中学校（小学校 36 校、中学校 17 校）と若夏分校からの

報告によるもの 

※② ３，４に関しては、概数である。 
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令和 6 年度 第 1 回那覇市総合教育会議資料 

 

 

協議事項 那覇市立小中学校における災害時の対応について 

 

本市における自主防災組織がある地域と未結成地域の 

それぞれの取り組み及び関連資料 

 

 

那覇市 総務部 防災危機管理課 
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本市における自主防災組織がある地域と未結成地域のそれぞれの取り組み 

                            

那覇市防災危機管理課 

  

 

本市における自主防災組織の結成数は８７団体となっており、全国の自主防災

組織の結成状況と比較すると少ない状況である。 

しかし、最近の災害の増加や、それに伴う市民の防災意識の高まりとともに、自

主防災組織の結成に向けた動きや、結成済みの団体による防災への取り組みの活

発化など、防災力の強化への動きが多数みられるようになった。 

 

①結成済みの自主防災組織の取り組み 

 ・津波災害や高潮災害の被害予測地域の団体（例 天妃小PTA自主防災会、上山

中 PTA 自主防災会やその他自治会を母体とする自主防災会等）における防災

訓練や避難所設置運営訓練、防災キャンプ、防災講話などの取り組みの実施な

ど、自主防災組織を中核とした防災への取り組みの活発化や住民への呼びかけ

や働きかけなどが多くみられている。 

 ・また、首里地区や小禄地区などの自主組織についても、防災キャンプや防災イ

ベントの実施や、防災危機管理課の防災講話を実施することで自主防災組織の

取り組みが活発になっている。 

 ・防災危機管理課として、これらの動きや取組への協力やサポートなどを実施し

ている。 

 

②自主防災組織未結成地域への取り組み 

 ・自治会はあるものの、自主防災組織が未結成である地域や、自治会も未結成の

地域、防災に関する取り組みに消極的な地域には、防災に関する普及啓発を進

めるために、防災危機管理課職員が出向き、関係者へ説明や防災講話を実施し、

自主防災組織の結成や防災意識の醸成を進める取り組みを実施。 

 ・今年度は、金城小地域において金城小中 PTA やまちづくり協議会を中心に防

災の機運が高まっているため、自主防災組織の結成に向けて各種イベントを開

催し、住民の防災意識の醸成と自主防災組織結成を進めている。 

 ・天久小 PTA においては、防災危機管理課職員が防災講話を実施し、自主防災

組織の必要性について説明したところ、天久小 PTA を中心に自主防災組織を

立ち上げ、地域を巻き込んで防災イベントを実施し、自主防災組織を結成するだ

けでなく、地域全体で防災に取り組む目的でまちづくり協議会も設立にむけて

動き出している。 
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自主防災組織の結成状況

1 銘苅新都心自治会自主防災会 14 130 H24.12.7 31 壺宮通り会自主防災会 11 400 H26.9.18 61 県営鳥堀市街地住宅自治会自主防災会 8 150 H29.8.10

2 県営国場団地自治会自主防災会 27 89 H24.12.7 32 泊小学校PTA自主防災会 15 596 H26.9.30 62 銘苅市営住宅自治会自主防災会 9 155 H29.8.10

3 繁多川市営住宅自治会自主防災会 10 176 H25.3.18 33 県営上間第二市街地住宅自治会自主防災会 10 154 H26.9.30 63 識名市営住宅自治会自主防災会 10 85 H29.8.10

4 宇栄原団地自主防災会 21 720 H25.6.4 34 与儀小学校区まちづくり協議会 15 500 H26.10.15 64 新都心銘苅市営住宅自治会自主防災会 11 133 H29.8.10

5 県営安岡市街地住宅自主防災会 14 130 H25.6.4 35 城南小学校自主防災会 17 329 H26.12.1 65 県営古波蔵第三市街地住宅自治会自主防災会 10 300 H29.8.10

6 那覇市中心商店街連合会自主防災会 16 734 H25.6.25 36 松尾2丁目自治会自主防災会 18 73 H26.12.11 66 県営大橋市街地住宅自治会自主防災会 12 102 H29.8.17

7 県営天久高層住宅自治会自主防災会 18 141 H25.7.1 37 上山中学校PTA自主防災会 21 356 H26.12.26 67 壺川東市営住宅自治会自主防災会 16 180 H29.9.1

8 県営繁多川高層住宅自治会自主防災会 7 95 H25.7.1 38 那覇市曙小学校区まちづくり協議会自主防災会 11 336 H27.1.7 68 大名市営住宅自治会自主防災会 11 488 H29.9.1

9 宇栄原４丁目地域自主防災会 14 44 H25.7.4 39 くもじ地域自治会自主防災会 14 117 H27.1.27 69 汀良市営住宅自治会自主防災会 9 140 H29.9.1

10 金城ダム隣友会自主防災会 13 34 H25.7.11 40 山川町自治会自主防災会 17 418 H27.2.18 70 県営上之屋市街地住宅自治会自主防災会 10 127 H29.10.26

11 小禄市営住宅自治会自主防災会 15 670 H25.7.24 41 県営上間団地自治会自主防災会 16 118 H27.4.3 71 首里崎山ハイツ自治会自主防災会 11 180 H29.11.21

12 ｺｰﾄｳﾞｨﾚｯｼﾞ天久ビュー管理組合自主防災会 4 18 H25.10.24 42 県営三重城市街地住宅自治会自主防災会 24 341 H27.4.22 72 県営松川団地自治会自主防災会 20 125 H29.11.21

13 鏡水自治会自主防災会 11 300 H25.12.11 43 県営古蔵会自治会自主防災会 8 88 H27.8.28 73 安里二区自治会自主防災会 10 157 H29.11.21

14 那覇小学校自主防災会 16 224 H26.1.28 44 真地団地自治会自主防災会 19 388 H27.12.28 74 安里一区自治会自主防災会 9 120 H29.11.22

15 真嘉比自治会自主防災会 7 269 H26.1.28 45 古波蔵むつみ会自主防災会 21 300 H28.1.13 75 末吉町自治会自主防災会 7 260 H30.1.31

16 泉崎2丁目自治会自主防災会 11 234 H26.2.17 46 サンクレスト首里石嶺管理組合自主防災会 5 19 H28.4.6 76 桃原町自治会自主防災会 20 140 H30.6.14

17 石嶺ハイツ自治会自主防災会 9 105 H26.2.27 47 女性防火クラブ真嘉比支部自主防災会 6 270 H28.10.31 77 具志自治会自主防災組織 21 368 H30.9.1

18 宇栄原小学校自主防災会 14 495 H26.3.3 48 女性防火クラブ宇栄原支部自主防災会 10 43 H28.10.31 78 ライオンズマンション樋川台自主防災会5 46 H31.2.1

19 開南小学校PTA自主防災会 7 283 H26.3.17 49 女性防火クラブ鏡水支部自主防災会 7 80 H28.10.31 79 楚辺１丁目自主防災会 11 120 R1.11.28

20 首里平良町自治会自主防災会 10 557 H26.3.17 50 女性防火クラブ山川支部自主防災会 9 53 H28.10.31 80 大名小学校PTA自主防災会 11 173 R1.12.12

21 久場川市営住宅自治会自主防災会 7 404 H26.3.26 51 コンフォートスペイシャス新都心自主防災会 5 48 H28.11.11 81 大名第二団地自治会自主防災会 9 205 R2.3.5

22 泉崎1丁目自治会自主防災会 11 127 H26.3.31 52 大蔵会自治会自主防災会 19 150 H28.1.19 82 石嶺団地自治会自主防災会 11 600 R2.3.5

23 真嘉比小学校自主防災会 13 282 H26.4.23 53 久米１丁目自治会自主防災会 11 158 H29.2.6 83 住吉区自治会自主防災会 9 124 R2.3.5

24 天妃小学校PTA自主防災会 20 373 H26.5.27 54 女性防火クラブ真和志支部自主防災会 33 297 H29.2.6 84 仲井真自治会自主防災会 8 160 R.2.4.6

25 宮城区自治会自主防災会 16 148 H26.7.28 55 女性防火クラブ首里支部自主防災会 9 20 H29.2.6 85 首里金城町自治会自主防災会 23 231 R3.1.21

26 若狭小学校PTA自主防災会 11 251 H26.8.5 56 女性防火クラブ大嶺支部自主防災会 6 20 H29.2.6 86 仲井真小学校区まちづくり協議会自主防災会 21 45 R3.1.21

27 赤平町自治会自主防災会 16 178 H26.8.15 57 女性防火クラブ古波蔵支部自主防災会 9 18 H29.2.6 87 寄宮市街地住宅組合自主防災会 11 143 R3.5.11

28 大道小学校自主防災会 20 244 H26.9.5 58 女性防火クラブ安謝支部自主防災会 9 10 H29.2.6 88 エンゼルハイム首里大名管理組合 5 21 R5.6.6

29 県営赤嶺団地自治会自主防災会 27 280 H26.9.5 59 女性防火クラブ山下町支部自主防災会 9 22 H29.2.6 89 前島三丁目自治会自主防災会 21 80 R5.10.3

30 大嶺自治会自主防災会 16 410 H26.9.9 60 女性防火クラブ栄町支部自主防災会 8 37 H29.2.6 349 5158

組織数の合計 87 組

役員数 世帯数

※番号色塗り→資機材交付済

番号 組織名称 役員数 世帯数 認定日 番号 組織名称 認定日

11.8%

18,997 世帯

160,598 世帯

組織による活動カバー率　（Ａ/Ｂ）　※2

那覇市の全世帯数　（Ｂ）　令和6年8月末現在

世帯数の合計　（Ａ）　※1

番号 組織名称 役員数 世帯数 認定日
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報告事項 那覇市立小中学校における教員メンタルヘルス対策について 

 

 メンタルヘルス対策事業説明資料 

 

 

那覇市教育委員会 学校教育部 学校教育課 

報告案件資料



那覇市立小中学校の状況

1

那覇市立小中学校の精神疾患による休職者の状況（令和４年度）

・精神疾患による休職者数 ３２人
・全教育職員の内、精神疾患による休職者が占める割合 １.８４％
・全国小中学校平均の０.７４％※に比べ高い状況

※文部科学省「令和4年度公立学校教職員の人事行政状況調査」より

メンタルヘルス対策における本市の課題（令和4年度以前）

・教員全体として自分自身のメンタルヘルスに対する意識が不十分
・これまで教員の健康管理に関する業務を担う保健師等の専門職の配
置がなく学校現場（校長等の管理職）任せになっている

・教員がメンタル不調に陥る要因や傾向が把握できていない



文部科学省モデル事業の実施

2

３つの段階 取組内容 趣旨

一次予防
：未然防止

オンラインによる専門家へ
の相談窓口の設置（土日
祝含め22時まで）

セルフケア研修（オンデマ
ンド）

管理職向けラインケア（オ
ンライン）

 ICTを活用し、多忙な教員
であっても相談しやすい環
境を構築

 自身で、あるいは管理職
が不調に気づけるよう研
修を実施

二次予防
：早期発見、適切な措置

三次予防
：復職支援、サポート

休復職の流れを見直し、
管理職のみの対応から、
定期的に保健師や産業医
の面談も実施

 休職者にとっては管理職
との接触が負担になること
もあること、管理職側も不
安があることから専門職
が間に入り、双方の安心
感と負担軽減につなげる

＋

休
職
者
デ
ー
タ
、
ア
ン
ケ
ー
ト
等
に
よ
る

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
等
調
査
、
分
析

令和5年度から文部科学省の「公立学校教員のメンタルヘルス対策に関する調査研究事業」のモデル事業を
沖縄県より委託を受けて実施



精神疾患による病気休暇者及び休職者の現状分析

令和元年度から令和4年度までの精神疾患による休職者等の属性データ
により現状や傾向を分析

結果・分析：
◆40代・50代の病気休暇者及び病気休職者が多い。
◆20代の病気休暇者及び病気休職者の数は少ないものの増加傾向。
➢ 40代・50代の病気休暇・休職者が多いのは、長年のストレスの
蓄積や急激に変化する教育環境への適応に対するストレス等が影響
しているという可能性を否定できない。

➢若い年代のうちからメンタルヘルスに関する正しい知識を身につけ、
適切な対処行動をとることができるようにすることが必要。
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アンケート結果・分析 令和5年度実施

4

1）校長アンケート
対象：病気休暇・休職者のいる那覇市立小中学校33校の校長
回収：27校（小学校18校、中学校９校）
結果・分析：
校長の休職者等との面談の同席は、「教頭」や「同席者なし」と
の回答数が多い

管理職だけで対応せざるを得ない状況にある
メンタル不調による休職者への対応に不安を持っている管理職も
多い
➢学校は鍋蓋型組織といわれており、ラインケアの難しさがある
➢学校組織の特性を踏まえたメンタルヘルス対策が必要



アンケート結果・分析 令和5年度実施

5

２）全教員アンケート
対象：那覇市立小中学校の教員 回収：771件（回答率54.1%）
結果・分析：
◆メンタル不調になったことがあると感じている：６５.４％
◆その要因は「職場」にあると感じている：６９.３％
➢メンタルヘルス対策においても業務や職場環境の改善が必要

３）校長と教員の認識ギャップ
メンタル不調の要因について、校長アンケートでは「個人の要
因」との回答が多く、全教員アンケートでは「職場」にあると感
じている割合が高い
➢管理職と一般教員の間で認識のギャップがある
➢それを踏まえたメンタルヘルス対策が必要



令和６年度の取組について

6

・令和５年度に引き続き文科省のモデル事業を実施。

・令和６年度より教育委員会に教職員の健康管理を行う
保健師を配置。継続的にメンタルヘルスを含む健康に
関する情報を発信し、学校現場へメンタルヘルス対策に
関する取組の浸透を図る。

・鍋蓋型組織という学校の特性を踏まえ、職員全体で取組む
体制を構築するため、衛生委員会等を核とした学校内にお
ける労働安全衛生管理の活性化を図る。



今後の課題

7

◆保健師等専門職の活用について

・令和６年度より教職員の健康管理を行う保健師が教育委員会
に配置され、メンタルヘルス対策についてより効果的に
取組むことができるようになった。

・特に復職支援については、専門職が間に入ることで、休職者
と管理職双方にとって、安心感と負担軽減に繋がっており、
今後も継続して実施することが望まれる。

・現在は、市教委の保健師1名とモデル事業の業務委託先の
保健師3名、計4名で復職支援を行っているが、本事業終了後、
どのような体制で継続していくか検討を要する。


